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統 計 委 第 1 5 号 

  平成30年12月17日 

 

総 務 大 臣 

  石 田 真 敏 殿 

 

                       統計委員会委員長 

                           西 村 淸 彦 

 

 

諮問第118号の答申 

国民生活基礎調査の変更について 

 

本委員会は、諮問第118号による国民生活基礎調査の変更（2019年以降に実施する調

査の変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得たので、答申する。 

 

記 

Ⅰ 本調査計画の変更 

１ 承認の適否 

平成30年９月12日付け厚生労働省発政統0912第３号により厚生労働大臣から申請

された「基幹統計調査の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）につ

いて審査した結果、以下のとおり、統計法（平成19年法律第53号）第10条各号に掲

げる要件のいずれにも適合しているため、「国民生活基礎調査」（基幹統計調査。

以下「本調査」という。）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「２ 理由等」で指摘した事項については、計画の修正が必要で

ある。 

 

２ 理由等 

（１）報告を求める事項の変更 

ア 改元に伴う元号の表記の変更【全ての調査票】 

本申請では、天皇の退位等に関する皇室典範特例法（平成29年法律第63号）

の制定・施行に伴い、2019年５月１日から元号が改められることを踏まえ、各

調査票の調査事項等における和暦による表記について、表１のとおり、変更す

る計画である。 
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表１ 改元に伴う表記の変更状況 

調査票区分 該当調査事項等 変更内容 

世帯票 「出生年月」「就業開始時期」 
「新元号」の選択肢を追加 

健康票 「出生年月」 

介 護 票 、 所
得 票 及 び 貯
蓄票 

調査期日及び記入対象期間等の和
暦による年月日表記 

改 元 年 で あ る 2019年 は 西 暦 表
記。 2018年以前の年次表記は和
暦と西暦を併記 

これについては、改元に伴って年次表記を変更するものであり、可能な限り、

報告者にとって分かりやすいよう配慮した年次表記を行うこととしていること

から、適当と考える。 

 

イ 「教育」に係る選択肢区分の削除【世帯票】 

本申請では、「教育」状況を把握する調査事項において、他の調査事項とク

ロス集計することにより、障害者関連施策等の検討に資することを目的として、

平成28年調査から追加した「特別支援学校・特別支援学級」の選択肢を、捕捉

率が低調であり、結果の利活用が困難などの理由から、図１のとおり、削除す

る計画である。 

 

    図１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これについては、①公的統計の整備に関する基本的な計画（平成30年３月６

日閣議決定。）における基本的な視点及び方針の一つとして、障害者統計の充

実が掲げられていること、②本調査事項のレイアウト変更や注記の充実等によ

り、捕捉率の向上が期待できること、③障害者統計の充実に向けた３府省（内

閣府、総務省及び厚生労働省）による検討の結論が2020年度には得られる予定

であること等から、現時点での削除には疑義がある。 

このため、関係府省による結論が得られるまでの間は、図２のとおり、本調

査事項のレイアウトの修正を行なった上で、把握を継続するとともに、2022年

調査の企画時までに本調査における障害者統計の充実に向けた最終的な対応を

整理･検討する必要があることを指摘する。 

 

【現 行】 

【変更案】〔削除〕 
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図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 健康食品の摂取状況を把握する調査事項の変更【健康票】 

     本申請では、「健康食品」（健康の維持・増進に役立つといわれる成分を含

む、錠剤、カプセル、粉末状、液状などに加工された食品）の摂取状況を把握

する調査事項を、新たに追加する計画である。 

これについては、「記入のしかた」に健康食品の定義を分かりやすく説明す

ることなどにも留意しており、政策ニーズの変化に対応するものでもあるので、

適当である。 

 

エ がん検診の受診状況等を把握する調査事項の変更【健康票】 

     本申請では、「がん検診の種類別受診状況等」を把握する調査事項について、

表２のとおり、①「子宮がん（子宮頸がん）検診」及び「乳がん検診」は過去

１年間の受診状況を把握する項目を削除する一方、②過去２年間における「胃

がん検診」の受診状況を把握する調査事項を追加する計画である。 

 

    表２ 「がん検診の種類別受診状況等」の変更状況 
調査年 

検診区分 
平成19年 平成22年 平成25年 平成28年 2019年 

「子宮がん（子宮
頸がん）検診」及
び「乳がん検診」 

過去１年間 ○ ○ ○ ○ × 

過去２年間 × ○ ○ ○ ○ 

「胃がん検診」 
過去１年間 ○ ○ ○ ○ ○ 

過去２年間 × × × × ○ 

これについては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」

（平成20年３月31日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知別添)(平成

28年２月４日一部改正)におけるがん検診の実施に係る規定や調査結果の蓄積

状況等を踏まえつつ、報告者の負担抑制にも配慮して変更するものであり、適

当である。 

 

 

 

【統計委員会修正案】 

変更② 

選択肢の配置を変更  
変更① 

文字色を変更して強調 
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オ ５月中に利用した介護サービスの種類を把握する調査事項の変更【介護票】 

     本申請では、調査実施年の５月中に利用した介護サービス（全額自己負担し

たものを含む。）を把握する調査事項について、利用したサービスの種類に係

る選択肢のうち、「訪問系サービス」「通所系サービス」及び「小規模多機能

型サービス等」の定義を変更する計画である。 

これについては、介護保険法（平成９年法律第123号）の改正や介護報酬改

定に伴って変更するものであり、適当である。 

 

カ 介護保険料所得段階を把握する調査事項の選択肢の変更【介護票】 

本申請では、介護が必要な者が65歳以上の場合の介護保険料所得段階を把握

する調査事項について、図３のとおり、選択肢のうち、「第１段階」と「第２

段階」に区分されていた選択肢を、「第１段階」に統合する計画である。 

図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これについては、介護保険法の改正に伴って変更するものであり、おおむね

適当である。 

ただし、介護保険法施行令第39条第１項においては、標準所得段階について、

「市町村の事情に応じて標準よりも多い段階を設けることができる」と規定さ

れており、第１段階を細分化している市町村も存在することから、図４のとお

り、報告者に紛れが生じないよう、修正する必要があることを指摘する。 

 

 

【現 行】 

【変更案】〔変更〕 
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質問12 介護が必要な方が65歳以上の場合、以下１～４の介護保険料所得段階のうちあてはまる番号１つに○を

つけてください。

1 世帯の全員が市町村民税非課税であって、以下の①～③のいずれかに該当する

   ①　介護が必要な者が生活保護受給者

   ②　介護が必要な者が老齢福祉年金受給者

   ③　介護が必要な者の昨年１年間の公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下

2 世帯の全員が市町村民税非課税である（上記1以外）

3 介護が必要な者は市町村民税が非課税であって、世帯に課税されている者がいる

4 介護が必要な者は市町村民税を課税されている

図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 企業年金・個人年金等の項目の分割、仕送り額及び都市計画税・自動車税等

の追加【所得票】 

本申請では、所得に係る調査事項及び掛金の支払いに係る調査事項について、

図５及び図６のとおり、「企業年金」と「個人年金等」とを一括して把握する

ことを継続する計画である。 

図５ 

 

図６ 

 

 

 

 

 

 

 

これについては、ＯＥＣＤ所得定義の改定を踏まえ、国際比較可能性の向上

等の観点から、図７及び図８のとおり、「企業年金」と「個人年金等」に分割

して把握するとともに、図９のとおり、仕送り額についても新たに把握するよ

う、修正する必要があることを指摘する。 

    

 

【統計委員会修正案】 

【現 行】 

【現 行】 
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       図７ 

 

図８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 

 

 

 

 

 

 

また、本申請では、資産に課される税の課税状況を把握する調査事項につい

て、図10のとおり、「固定資産税」を把握することを継続する計画である。 

図10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【統計委員会修正案】 

【現 行】 

【統計委員会修正案】 

【統計委員会修正案】 
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これについては、ＯＥＣＤにおける等価可処分所得の算出基準が明確化され、

我が国の場合、固定資産税・都市計画税、自動車税・軽自動車税・自動車重量

税を把握するよう要請があったことから、図11のとおり、「固定資産税」の課

税状況を把握する調査事項に「都市計画税」を追加するとともに、「自動車税、

軽自動車税、自動車重量税」を新たに把握するよう、修正する必要があること

を指摘する。 

図11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ク 行政記録情報等の活用状況等 

     本申請では、行政記録情報等の活用による新たな調査事項の縮減や代替は行

われていないものの、引き続き行政記録情報等の活用余地を検討するとしてい

ることから、適当である。 

 

（２）報告を求めるために用いる方法の変更 

本申請では、「調査員が調査対象世帯を訪問し、面接して配布した調査票を、

再度訪問して回収する方法」に加え、「調査員が調査対象世帯を訪問しても、面

接できない世帯（以下「面接配布不能世帯」という。）を対象に、調査票をポス

ティングにより配布し、郵送により回収する方法」を、2020年に実施する簡易調

査から導入する計画である。 

これについては、従来から、「諮問第82号の答申 国民生活基礎調査の変更に

ついて」（平成28年１月21日付け府総委第19号。以下「前回答申」という。）等

において、非標本誤差の縮小に向け、都市部における若年世帯や単独世帯におけ

る回収率向上方策を検討･導入するよう、指摘されていたことに対応するもので

あり、導入自体はおおむね適当である。 

ただし、この導入時期については、若年世帯及び単独世帯の回収率の向上によ

る非標本誤差の縮小が喫緊の課題となっている中、早期にその改善に着手する観

点から、2019年に実施する大規模調査において、実査機関の意向にも留意しつつ、

回収率の比較的低い地域を中心に導入するとともに、その実施結果を十分に分

析･検証し、2020年に実施する簡易調査からの全面導入に向けて更なる改善を図

る必要があることを指摘する。 

【統計委員会修正案】 
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また、この導入については、調査結果にも影響を及ぼす可能性があることから、

結果公表に当たって、調査手法の見直し内容や影響の検証結果等についても十分

な情報提供を行う必要がある。 

 

（３）集計事項の変更 

本申請では、①調査事項の追加・削除等に伴い、集計事項（結果表）の追加・

削除、②統計利用者の利便性向上等の観点からの集計事項の表記の変更、③「パ

ート・アルバイトをしている者及び希望している者」（世帯票、健康票及び所得

票）及び「主に仕事をしている者」（所得票）の集計対象年齢を「35歳未満」か

ら「45歳未満」に変更、④所得票及び貯蓄票に係る集計事項のうち、他と集計内

容が重複する集計事項（２表）の削除を実施する計画である。 

これらについては、政策課題を検討するために有用な情報を提供するとともに、

広く統計利用者のニーズに配慮したものと認められることから、おおむね適当で

ある。 

ただし、この結果表一覧については、一部誤りが判明したことから、統計利用

者の利便性を考慮し、表３－１及び３－２のとおり、修正する必要があることを

指摘する。 

表３－１ 【所得票・貯蓄票】の結果表変更一覧のうち修正が必要な事項 

申請案 統計委員会修正案 

【貯蓄票】 
１ 削除 
第12表 世帯数，貯蓄の増減状況－減額
理由（複数回答）・所得金額階級別 
 

【貯蓄票】 
１ 削除 
第14表 世帯数，貯蓄の有無－貯蓄額階
級・貯蓄の増減状況－減額理由（複数回
答）別 

 

   表３－２ 【貯蓄票】の結果表一覧のうち修正が必要な事項 

申請案 統計委員会修正案 

【貯蓄の増減】 
削除 

【貯蓄の増減】 
第12表 世帯数，貯蓄の増減状況－減額
理由（複数回答）・所得金額階級別 

【貯蓄の増減】 
第13表 世帯数，貯蓄の有無－貯蓄額階
級・貯蓄の増減状況－減額理由（複数回
答）別 

【貯蓄の増減】 
削除 

 

Ⅱ 前回答申における今後の課題への対応状況及び本答申における今後の課題 

  本調査については、前回答申において、①本調査における非標本誤差の縮小に向け

た更なる取組、②調査業務の効率化のための検討、③本調査の調査設計等に関する情

報提供の充実を図るよう指摘している。 

  これらの指摘に対する厚生労働省における対応については、十分な成果をあげてお

らず、また、相対的貧困率を始めとする本調査結果の利活用ニーズや関心が高まる中、

非標本誤差の縮小及び結果精度の向上にスピード感を持って取り組むことが一層重要

となっている。 
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このため、厚生労働省は、非標本誤差の縮小等に向け、2022年に実施する大規模調

査の企画時期までに、以下の３点に留意した検証･検討の結論を得て、調査計画に具

体的な改善方策を盛り込むことが必要である。併せて、保健所及び福祉事務所を経由

して実施している本調査の特性に鑑み、当該機関が保有する行政記録情報等を含め、

改めてその活用可能性を点検・確認するなどして、報告者及び実査機関の更なる負担

軽減を図ることも必要である。 

 

１ 非標本誤差の縮小等に向けた更なる取組の推進 

（１）非標本誤差の縮小に向けた調査方法の見直し 

厚生労働省では、前回答申における指摘を踏まえ、①平成22年国勢調査結果と

平成22年の本調査の準備調査結果とを同一地区において比較･検証した結果、若

年世帯及び単独世帯の捕捉率や、戸建てに比して共同住宅の捕捉率が低いこと、

また、②平成22年国勢調査の世帯数と平成25年の本調査結果の世帯数とを比較･

検証した結果、大都市における単独世帯のかい離が大きい傾向にあることが改め

て確認されたとしている。 

この確認結果を踏まえ、本件申請においては、捕捉率の低い都市部の若年世帯

及び単独世帯の回収率の向上方策として、上記Ⅰ２(２)のとおり、面接配布不能

世帯に対する調査票のポスティング配布・郵送回収を導入する計画である。 

しかしながら、このポスティング配布・郵送回収の導入対象は、面接配布不能

世帯に限定されているため、今後における導入効果の検証結果を踏まえ、その対

象範囲の見直し等を検討する必要がある。 

また、報告者に多様な報告方法を提供することにより、回収率の向上を図る観

点からは、特に回収率が低いと確認された若年世帯及び単独世帯に対する効果的

な調査方法と考えられる、スマートフォンを含むオンライン調査の導入に向け、

2022年調査を目標とした、検討の工程表を2019年年央までに作成し、その工程表

に則り、調査系統及び調査時期との関係や現行の５種類ある調査票の再編など調

査計画全体の見直しも含めて検討することが必要である。 

（２）結果精度向上に向けた推計手法の見直し 

厚生労働省では、前記Ⅱ１(１)の検証･検討結果を活用し、過去に活用を検討

した推計方法の採用余地を改めて検証･検討した結果、いずれの推計方法につい

ても、現行の推計方法に替えて採用するべきという積極的な根拠は得られなかっ

たとしている。 

しかしながら、現行の推計方法を採用する根拠は、明確でないことに加え、国

勢調査結果とのかい離の縮小という課題解決も達成されていない。 

このため、厚生労働省は、推計方法の見直しに向け、これまでの検証･検討で

確認された、①国勢調査結果とのかい離是正を図るための世帯属性ごとのきめ細

かな層別の拡大乗数の設定、②国勢調査の中間年における推計方法の検討、③調

査票回収不能世帯の補てい方法の確立等の課題について、諸外国の類似調査の推

計方法等も参考に検討し、2020年末までに結論を得たうえで、早期に改善を図る
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ことが必要である。 

 ２ 調査業務の効率化に向けた検討 

厚生労働省では、本調査の調査単位区の設定に係る準備調査の在り方等につい

て検証した結果、母集団情報としている国勢調査結果とかい離が生じている単位

区が一定数確認されたことから、引き続き準備調査を実施する必要があるとして

いる。 

しかしながら、実査機関では、調査員の高齢化等を背景に、郵送･オンライン調

査の導入等を含め、調査事務の効率化･負担軽減を要望している。 

このため、本調査の調査業務については、前記Ⅱ１（１）の取組を通じて、実

査機関の意見も踏まえつつ、一層の効率化等を図るとともに、準備調査の結果を

前記Ⅱ１(２)の調査票回収不能世帯の補てい情報として利用できるよう、準備調

査の把握内容の改善を検討することが必要である。 

 

３ 調査方法等に関する情報提供の充実 

厚生労働省では、前回答申で情報提供を指摘された事項について、地域別の回収

率を除いて提供を開始している。 

この地域別の回収率については、調査への影響も考慮して公表しないとしている

が、推計方法や結果精度の改善に当たって、実査機関の理解を得る上でも有用な

データであることや、都道府県別集計結果（世帯票）等の利用に当たっても有用

と考えられることから、ブロック別・都市規模別等による提供を含め、引き続き

公表に向けて検討することが必要である。 

 


